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「中期経営計画」に関するお知らせ 

 
当社は、このたび平成 24 年３月期から平成 26 年３月期までの３ヵ年の中期経営計画を

策定いたしましたので、お知らせいたします。 

Ⅰ．中期経営計画策定の経緯 

駒井鉄工株式会社と株式会社ハルテックは、平成 22 年 10 月１日をもって合併し、株式

会社駒井ハルテックとして、新たにスタートいたしました。両社が完全に融合し真に合併

効果を発揮するために、経営方針や事業の方向性を含めた中期経営計画を策定いたしまし

た。 
なお、今回の東日本大震災に対しては対策本部を設置し、被災した関係会社の復旧を含

め、震災復旧に取り組んでおります。今後の復旧、復興に伴うインフラ整備により、当社

を取り巻く事業環境に変化が予想されますが、現時点での予測は困難であり、今後その推

移には十分注意し対応を見定めるものといたします。 

Ⅱ．事業環境と経営課題 

(1) 橋梁事業 

新設橋梁の発注量は平成 21 年度約 28 万ﾄﾝ、平成 22 年度もほぼ同水準となりました。

また、技術提案力、積算力、低価格および企業評価点を競う熾烈な総合力競争は今後も続

くと予想されます。このような状況下、当社は、新設橋梁だけでなく、今後重要性の増す

保全・補修、再生、長寿命化の工事はもとより、もっと幅広い鋼構造物への取組みを進め

るとともに、海外の橋梁工事への参加も視野に入れた展開が課題となっています。 
(2) 鉄骨事業 

鉄骨需要量は、平成 21 年度ならびに平成 22 年度ともに約 400 万ﾄﾝとなり、平成 23 年

度以降も首都圏を中心に同程度で推移すると予想されています。また、企業の設備投資抑

制等による需要量の減少に加えて、全国で 600～700 万ﾄﾝの需要量があった時代から持ち越

している供給過剰体質と競争激化による単価の下落などで事業環境が厳しくなっており、

これまで積み重ねてきた実績を大切にしながらも、新たな視点で一層の技術開発とコスト

ダウンが求められています。 
(3) 環境事業 

国内の風力開発は、やや停滞しており、市場の活性化に向けて再生可能エネルギーの全

量買取制度の早期実施が望まれています。一方、海外では、米国市場の経済危機以降の自

然エネルギーへの傾斜、低価格な中国製風車の台頭等、活発化しています。当社が扱う比

較的簡単に設置できる中型風車は、アジアなどにおいて水不足や環境保護意識の高まりか

ら需要が増えており、幅広いニーズに対応できる技術が求められています。 
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Ⅲ．基本方針 

新生『駒井ハルテック』は、総合エンジニアリング会社としてあらゆる鋼構造物に対し

柔軟に対応できる企業へと変革し、経営資源である「ヒト」「モノ」「カネ」の有効利用を

推進します。 
＜基本方針＞ 

『 事業環境の変化に柔軟に対応できる、強靭でしなやかな事業体制の構築を図る。』 

Ⅳ．具体的な施策 

１.受注力の強化  

(1) 橋梁事業 

①総合評価方式に関わる対策として、研究開発などによる技術提案力の強化、積算精度

の向上、企業や技術者に対する評価の向上に取り組むことにより総合力を強化し、受

注量の拡大を図ります。また、民間需要については、技術提案型の営業を展開します。 
さらに、営業、生産、技術部門の連携を強化し、各種の鋼構造物に対し積極的に取り

組みます。 
②コスト競争力の強化については、業務改善や生産効率の向上などにより、固定費、工

場間接費、外注費、材料費、購入品費などの徹底した削減を図ります。 
(2) 鉄骨事業 

①事業会社、設計事務所、建設会社等への営業活動を強化して厳しい環境下での受注量

の確保を図ります。 

②技術力、品質管理の強化については、鉄骨生産技術および品質向上に向け、客先ニー

ズの先取り、技術提案の実施、溶接の生産性向上、生産工数の改善、各製作段階にお

けるプロセス管理の徹底等を行います。 

③コスト競争力の強化については、コスト削減策に加え、三次元 CAD の活用による効果

的な資料作成とスピードアップを図るとともに、営業と工場の連携を密にすることに

より顧客ニーズの情報共有化を徹底します。 

(3) 環境事業   

①国内では、東日本大震災により国内電力政策として再生可能エネルギー（太陽光・風

力・地熱等）が評価されつつあります。分散型のエネルギー需要もあり、当社が開発

した中型風車のメリットを活かした受注戦略で国内実績作りを目指します。 

②海外では、自然エネルギーへの見直しに加え、独立した地域への電力供給という目的

等からアメリカ、アジアなどで中型風車のニーズもあります。気象など地域の特性に

合った技術を提供し受注を図ります。 

２．フレキシブルな生産体制の構築 

 ①４月１日付で事業部制から生産本部の一元化（技術グループ・製造グループ・工事グ

ループ）と営業本部の独立（橋梁営業本部、鉄構営業本部）へと機構改革を実施し、

橋梁と鉄骨の枠を超えた連携強化と情報共有化、営業活動への注力と充実を図ります。 

②富津工場と和歌山工場について、各種の鋼構造物に柔軟な対応ができる生産体制（フ

レキシブル化）の構築を推進します。 

③関係会社については、今後の事業環境の変化をふまえ、グループ全体として最適とな

る各社の役割を検討します。 

 

 

 

 

 



３．補修・保全事業の差別化 

①道路整備率が向上し道路計画（新設橋梁）が減少している中、社会資本の維持におけ

る既設橋梁の長寿命化は重要な課題であります。橋梁の新設から保全まで一貫した事

業展開を図ることにより、橋梁事業における規模の維持・拡大を目指します。 

②補修・保全事業の課題として、補修工事に対する技術的特徴（当社独自の施工方法な

ど）を明確にし、戦略地域を設定した重点的な活動を図ります。  

 ③３月 12 日付で設置した『震災対策本部』を中心に、被災地域の復旧、復興への迅速な

対応に努めます。 

４．海外事業の体制整備 

①国内で蓄積した技術を基盤として、今後増大する海外マーケットでの ODA 事業、国際

入札大型橋梁、民間資金案件、難易度の高い建築鉄骨などに進出し、グローバル企業

としての成長を目指します。 
②海外事業室を中心に、情報収集海外拠点、製作拠点、人材育成・活用など社内体制を

整備します。  

５．経費削減 

①業務の効率化、経営資源の有効活用で経費を削減し、コスト競争力の強化を図ります。 

削減対象としては、 事務作業の効率化、残業管理の強化、旅費交通費、通信費、地代

家賃、賃借料を始めとしたすべての工事原価、経費に関して削減に取り組みます。 
②４月１日付で設置した『コスト削減推進委員会』を中心に、聖域を設けず強力に推進

します。 

６．人材の育成と活用 

 ①人事の中長期的戦略として、個々の意欲や能力を高め、会社全体としての「競争力の

強化」を人材育成・人材活用の立場から図ります。 
重点項目として、人材育成、新人事制度の制定・定着、人材再配置、戦略的採用計画、

一体感の醸成、健康管理の推進を実施し、社員の意識改革を促し、個々の能力を最大

限に引き出すとともにモチベーションアップ、スキルアップ等を図ります。 
 ②新人事制度については、現在導入準備を進めており、管理職は本年６月に新制度への

移行を予定しています。 

Ⅴ．数値目標（連結）    

 （百万円）
平成23年度 平成24年度 平成25年度

橋　梁 20,000 20,000 20,000
鉄　骨 23,300 21,200 25,100
環　境 200 900 1,500
その他 700 700 700
合　計 44,200 42,800 47,300

130 700 1,200

（連　結）

売上高

営業利益

 
 

 
 
 
 
 
 （注）本資料に記載されている業績予想等の数値には、東日本大震災に伴う事業環境の変化は

含んでおりません。また、現在入手している情報及び合理的であると判断した前提に基づいてお

り、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
以上 
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